
○鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）（抄） 

（目的） 

第１条  この法律は、鉄道事業等の運営を適正かつ合理的なものとすることに

より、輸送の安全を確保し、鉄道等の利用者の利益を保護するとともに、鉄

道事業等の健全な発達を図り、もつて公共の福祉を増進することを目的とす

る。 

 

（旅客の運賃及び料金） 

第１６条  鉄道運送事業者は、旅客の運賃及び国土交通省令で定める旅客の料

金（以下「旅客運賃等」という。）の上限を定め、国土交通大臣の認可を受

けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

２  国土交通大臣は、前項の認可をしようとするときは、能率的な経営の下に

おける適正な原価に適正な利潤を加えたものを超えないものであるかどうか

を審査して、これをしなければならない。 

３  鉄道運送事業者は、第１項の認可を受けた旅客運賃等の上限の範囲内で旅

客運賃等を定め、あらかじめ、その旨を国土交通大臣に届け出なければなら

ない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

４  鉄道運送事業者は、特別車両料金その他の客車の特別な設備の利用につい

ての料金その他の国土交通省令で定める旅客の料金を定めるときは、あらか

じめ、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。これを変更しよう

とするときも、同様とする。 

５  国土交通大臣は、第３項の旅客運賃等又は前項の旅客の料金が次の各号の

いずれかに該当すると認めるときは、当該鉄道運送事業者に対し、期限を定

めてその旅客運賃等又は旅客の料金を変更すべきことを命ずることができる。 

一  特定の旅客に対し不当な差別的取扱いをするものであるとき。 

二  他の鉄道運送事業者との間に不当な競争を引き起こすおそれがあるもの

であるとき。 

 

（事業改善の命令） 

第２３条  国土交通大臣は、鉄道事業者の事業について輸送の安全、利用者の

利便その他公共の利益を阻害している事実があると認めるときは、鉄道事業

者に対し、次に掲げる事項を命ずることができる。 

一  旅客運賃等の上限若しくは旅客の料金（第１６条第１項及び第４項に規

定するものを除く。）又は貨物の運賃若しくは料金を変更すること。 

 

 

（権限の委任） 

第６４条  この法律に規定する国土交通大臣の権限は、国土交通省令で定める

ところにより、地方運輸局長に委任することができる。 

 

（運輸審議会への諮問） 

第６４条の２  国土交通大臣は、次に掲げる処分等をしようとするときは、運

輸審議会に諮らなければならない。 

一  第１６条第１項の規定による旅客運賃等の上限の認可 

二  第１６条第５項の規定による旅客運賃等又は旅客の料金の変更の命令 

三  第２３条第１項の規定による旅客運賃等の上限若しくは旅客の料金又は

貨物の運賃若しくは料金の変更の命令 

 

（意見の聴取） 

第６５条  地方運輸局長は、第６５条の規定により、旅客運賃等の上限に関す

る認可に係る事項がその権限に属することとなった場合において、当該事項

について必要があると認めるときは、利害関係人又は参考人の出頭を求めて

意見を聴取することができる。 

２  地方運輸局長は、その権限に属する前項に規定する事項について利害関係

人の申請があつたときは、利害関係人又は参考人の出頭を求めて意見を聴取

しなければならない。 

３  前２項の意見の聴取に際しては、利害関係人に対し、証拠を提出する機会

が与えられなければならない。 

 

（国土交通省令への委任） 

第６６条  この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な手続そ

の他の事項は、国土交通省令で定める。 
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○鉄道事業法施行規則（昭和６２年運輸省令第６号）（抄） 

（旅客運賃等の上限の認可申請） 

第３２条  法第１６条第１項の国土交通省令で定める旅客の料金は、特別急行

料金、急行料金その他の運送の速達性を役務の基本とする料金（以下「特別

急行料金等」という。）であつて、新幹線鉄道に係るものとする。 

２  法第１６条第１項の規定により旅客運賃等の上限の設定又は変更の認可を

申請しようとする者は、次に掲げる事項を記載した運賃（料金）上限設定（変

更）認可申請書を提出しなければならない。 

一  氏名又は名称及び住所 

二  設定し、又は変更しようとする旅客運賃等の上限を適用する路線 

三  設定し、又は変更しようとする旅客運賃等の上限の種類、額及び適用方

法（変更の認可申請の場合には、新旧の対照を明示すること。） 

四  変更の認可申請の場合には、変更を必要とする理由 

３  前項の申請書には、原価計算書その他の旅客運賃等の上限の額の算出の基

礎を記載した書類を添付しなければならない。 

４  鉄道事業者は、旅客運賃等を第２項第３号の上限の種類、額及び適用方法

と同じものとする場合には、第２項の申請書にその旨を記載した書類を添付

することができる。この場合において、国土交通大臣が法第１６条第１項の

規定による認可をしたときは、当該旅客運賃等について法第１６条第３項の

規定による届出がなされたものとみなす。 

 

（旅客運賃等の届出） 

第３３条  法第１６条第３項の規定により旅客運賃等の設定又は変更の届出を

しようとする者は、次に掲げる事項を記載した運賃（料金）設定（変更）届

出書を提出しなければならない。 

一  氏名又は名称及び住所 

二  設定し、又は変更しようとする旅客運賃等の種類、額及び適用方法（変

更の届出の場合には、新旧の対照を明示すること。） 

三  適用する期間又は区間その他の条件を付す場合には、その条件 

 

（旅客の料金の届出） 

第３４条  法第１６条第４項の特別車両料金その他の客車の特別な設備の利用

についての料金その他の国土交通省令で定める旅客の料金は、次のとおりと

する。 

一  特別車両料金、寝台料金その他の客車の特別な設備の利用についての料

金 

二  特別急行料金等であって、第３２条第１項に定めるもの以外のもの 

三  座席指定料金その他の座席の確保に係る料金 

２  前条の規定は、前項の旅客の料金の設定又は変更の届出をしようとする者

について準用する。 

 

（権限の委任） 

第７１条  法及びこの省令に規定する国土交通大臣の権限で次に掲げるものは、

地方運輸局長に委任する。 

五の二  法第１５条第１項及び第２項の認可であって次に掲げるもの 

イ  年間の旅客の運賃及び料金の収入額又は収入予想額（軌道事業を兼営

する鉄道事業者にあっては、軌道事業による年間の旅客の運賃及び料金

の収入額又は収入予想額を加算した額）３０億円を基準として国土交通

大臣が告示で定める鉄道事業者に鉄道線路を使用させ又は譲渡する場合

の使用条件又は譲渡条件に係るもの 

六  法第１６条第１項の認可であって次に掲げるもの 

イ  前号イの告示で定める鉄道事業者の旅客運賃等に係るもの 

ロ  イに掲げるもののほか、普通旅客運賃、定期旅客運賃その他の基本的

な旅客の運賃（旅客の運送に係る路線の長さ、直通運輸の実施の状況等

を考慮して国土交通大臣が告示で定める鉄道事業者（以下「特定旅客鉄

道事業者」という。）にあっては、普通旅客運賃、定期旅客運賃、特別

急行料金その他の基本的な旅客運賃等）に係るもの（軽微なものを除く。）

以外のもの 

七  法第１６条第３項の規定による届出の受理であって次に掲げるもの 

イ  前号に掲げるもの 

ロ  イに掲げるもののほか、適用する期間、区間その他の条件が付されて

いるもの 

七の二  法第１６条第４項の規定による届出の受理  

２  法に規定する国土交通大臣の権限（前項各号に掲げるものを除く。）で次

に掲げるものは、地方運輸局長も行うことができる。  

一  法第１６条第５項の命令（国土交通大臣の認可又は国土交通大臣への届

出を要する事項に係るものを除く。） 

五  法第２３条第１項の規定による命令（国土交通大臣の許可若しくは認可

又は国土交通大臣への届出を要する事項に係るものを除く。）  
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（意見の聴取）  

第７２条  地方運輸局長は、その権限に属する旅客運賃等の上限の認可に関す

る事案について調査を開始しようとするときは、当該事案の件名に番号を付

し、その旨を地方運輸局の掲示板に掲示する等適当な方法で公示しなければ

ならない。  

 

第７３条  法第６５条第１項及び第２項の利害関係人（以下第７５条までにお

いて「利害関係人」という。）とは、次のいずれかに該当する者をいう。  

一  鉄道事業における基本的な旅客運賃等の上限に関する認可の申請者  

二  第１号の申請者と競争の関係にある者  

三  利用者その他の者のうち地方運輸局長が当該事案に関し特に重大な利害

関係を有すると認める者  

 

第７４条  利害関係人は、法第６５条第２項の規定により意見の聴取の申請を

しようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を地方運輸局長に提

出しなければならない。  

一  氏名又は名称及び住所  

二  事案の件名及び公示があつたものについては、その番号  

三  意見の聴取において陳述しようとする者の氏名及び職業又は職名  

四  意見の聴取における陳述の概要及び利害関係を説明する事項  

２  前項の申請は、第７２条の規定による公示をした事案にあっては、公示の

日から１０日以内に、これをしなければならない。  

 

第７５条  地方運輸局長は、法第６５条第１項 又は第２項の意見の聴取をしよ

うとするときは、その１０日前までに、利害関係人又は参考人（以下「被聴

取者」という。）に対し、意見の聴取の日時及び場所並びに事案の内容を書

面で通知するものとする。  

２  意見の聴取は、非公開とする。ただし、地方運輸局長が特に必要があると

認める場合は、この限りでない。  

３  被聴取者が正当な理由がないのに出頭しなかつたとき又は被聴取者から意

見の聴取を必要としない旨の書面による申出があつたときは、法第６５条第

２項の意見の聴取をしたものとみなす。  

 

第７５条の３  法第６５条の２第２項の利害関係人とは、利用者その他の者の

うち地方運輸局長が当該事案に関し特に重大な利害関係を有すると認める者

をいう。  

○国土交通省設置法（平成１１年法律第１００号）（抄）  

第６条  本省に、次の審議会等を置く。  

運輸審議会  

 

（所掌事務等）  

第１５条  運輸審議会は、鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）、軌道法（大

正１０年法律第７６号）、都市鉄道等利便増進法（平成１７年法律第４１号）、

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成１９年法律第５９号）、

道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）、貨物自動車運送事業法（平成元

年法律第８３号）、海上運送法、内航海運業法（昭和２７年法律第１５１号）、

内航海運組合法（昭和３２年法律第１６２号）、港湾運送事業法（昭和２６

年法律第１６１号）、港湾法及び航空法（昭和２７年法律第２３１号）の規

定により同審議会に諮ることを要する事項のうち国土交通大臣の行う処分等

に係るものを処理する。  

２  国土交通大臣は、前項に規定する事項に係る国土交通大臣又はその地方支

分部局の長の行う処分についての行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０

号）による不服申立てに対する決定等をする場合には、運輸審議会に諮らな

ければならない。  

３  第１項に規定する事項に係る処分等及び前項に規定する決定等（行政手続

法 （平成５年法律第８８号）第２条第４号に規定する不利益処分（以下「不

利益処分」という。）を除く。）のうち、運輸審議会が軽微なものと認める

ものについては、国土交通大臣は、運輸審議会に諮らないでこれを行うこと

ができる。  

４  運輸審議会は、第１項に規定する事項に係る処分等及び第２項に規定する

決定等に関し、職権により、又は利害関係人の申請に基づき、国土交通大臣

に対し、必要な勧告をすることができる。 

  

（組織）  

第１６条  運輸審議会は、委員６人をもって組織する。  

２ 委員のうち４人は、非常勤とする。  

 

（会長）  

第１７条  運輸審議会に、会長を置き、委員の互選によって常勤の委員のうち

からこれを定める。  

２  会長は、会務を総理し、運輸審議会を代表する。  
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（委員の任命）  

第１８条  委員は、年齢３５年以上の者で広い経験と高い識見を有する者のう

ちから、両議院の同意を得て、国土交通大臣が任命する。  

 

（公聴会）  

第２３条  運輸審議会は、第１５条第１項に規定する事項及び同条第２項の規

定により付議された事項については、必要があると認めるときは、公聴会を

開くことができ、又は国土交通大臣の指示若しくは運輸審議会の定める利害

関係人の請求があったときは、公聴会を開かなければならない。  

 

（調査等）  

第２４条  運輸審議会は、その職務を行うため、必要があると認めるときは、

次に掲げる事項を行うことができる。 

一  公務所又は関係事業者若しくはその組織する団体その他の関係者に対し、

必要な報告、情報又は資料を求めること。  

二  公務所又は関係事業者若しくはその組織する団体又は学識経験ある者に

必要な調査を嘱託すること。  

三  関係人又は参考人に対し、出頭を求めてその意見又は報告を徴すること。  

 

（行政手続法 の適用除外）  

第２５条  第１５条第１項に規定する事項に係る不利益処分については、行政

手続法第３章（第１２条及び第１４条を除く。）の規定は、適用しない。 

  

（政令への委任）  

第２６条  この款に定めるもののほか、運輸審議会の組織、委員その他の職員

その他運輸審議会に関し必要な事項は、政令で定める。  

 

 

 

 

  

○運輸審議会令（平成１２年政令第３０１号）（抄）  

内閣は、国土交通省設置法 （平成１１年法律第１００号）第２６条の規定に基

づき、この政令を制定する。  

 

（議決方法）  

第３条  審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決するこ

とができない。  

４  審議会は、国の関係行政機関の職員をその会議に出席させて必要な説明を

求めることができる。  

 

（公聴会の主宰）  

第５条  国土交通省設置法第２３条の公聴会は、審議会が事案を指定して指名

する国土交通省の職員が主宰する。ただし、事案が特に重要である場合にお

いて、審議会が公聴会を自ら主宰し、又は委員を指名して公聴会を主宰させ

ることを妨げない。 

  

（報告書の作成）  

第６条  前条の規定により指名された委員又は国土交通省の職員は、公聴会の

審理によって知ることができた事実を報告書として作成し、これを審議会に

提出しなければならない。  

 

（報告書の提示）  

第７条  審議会は、前条の報告書を国土交通省設置法第２３条の利害関係人で

あって公聴会において意見を述べた者（以下この条及び次条において単に「利

害関係人」という。）に提示しなければならない。ただし、公聴会において、

報告書の提示を必要としない旨の利害関係人の合意があったときは、この限

りでない。  

 

（雑則）  

第１０条  審議会の決定及び第六条の報告書は、国土交通省令の定めるところ

により、公表しなければならない。  

２  この政令に定めるもののほか、議事の手続その他審議会の運営に関し必要

な事項は、国土交通省令で定める。  
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○運輸審議会一般規則（昭和２７年運輸省令第８号）（抄）  

運輸省設置法第１８条の規定に基き、及び同法を実施するため、運輸審議会一

般規則を次のように定める。  

 

（公聴会主義の原則）  

第１条  運輸審議会は、事案に関し、できる限り公聴会を開き、公平且つ合理

的な決定をしなければならない。  

 

（公示方法）  

第４条  運輸審議会が公示する事項は、第２２条及び第３１条第１項の規定に

よるほか、これを運輸審議会の掲示板に掲示するものとする。  

 

（利害関係人）  

第５条  国土交通省設置法（平成１１年法律第１００号。以下「法」という。）

第２３条の規定による利害関係人とは、当該事案に関し、次の各号のいずれ

かに該当する者をいう。  

一  許可、認可、特許、認定若しくは承認の申請者、同意を要する協議をし

た者又は行政不服審査法 （昭和３７年法律第１６０号）による不服申立て

をした者（以下「事案の申請者」という。）  

二  事案において、行政手続法 （平成５年法律第８８号）第２条第４号に規

定する不利益処分（以下「不利益処分」という。）の名あて人となるべき

者  

三  事案の申請者と競争の関係にある者  

六  前各号に掲げる者のほか、運輸審議会が当該事案に関し特に重大な利害関

係を有すると認める者  

 

（業務報告書）  

第７条  運輸審議会は、その業務について、少くとも半年ごとに業務報告書を

作成し、これを公表しなければならない。  

 

（職員の指名）  

第７条の２  運輸審議会は、運輸審議会が事案を指定して指名する国土交通省

の職員に、当該事案に係る事務（公聴会の主宰並びに運輸審議会令（平成１

２年政令第３０１号。以下「令」という。）第６条の規定による報告書（以

下「審理報告書」という。）の作成及び提出に係るものを除く。）を処理さ

せるものとする。  

 

（公聴会主宰職員及び事案処理職員の出席）  

第９条  前条の司会者は、令第５条の規定に基づき指名を受けた職員（以下「公

聴会主宰職員」という。）及び第７条の２の規定に基づき指名を受けた職員

（以下「事案処理職員」という。）を会議に出席させて、事案につき、必要

な説明をさせ、又は意見を述べさせることができる。  

 

（議事録）  

第１０条  会議の議事の概要は、議事録に記録しなければならない。  

２  議事録には、少なくとも次に掲げる事項を記載するものとする。  

一  日時及び場所  

二  開会及び閉会の時刻  

三  出席した委員、専門委員、公聴会主宰職員及び事案処理職員の氏名  

四  出席した関係官庁の職員の氏名及び職名  

五  議題  

六  審議の概要  

七  決議事項  

 

（議事手続の細目）  

第１１条  この章に定めるものの外、会議の議事に関する手続の細目について

は、運輸審議会が定める。  

 

（軽微な事案）  

第１２条  運輸審議会が事案を軽微なものとする認定は、関係官庁の職員の説

明を聴取してするものとする。  

２  運輸審議会は、事案を軽微なものと認定したときは、当該事案の申請書そ

の他の書類にその旨を表示するものとする。  

 

第１３条  国土交通大臣は、運輸審議会があらかじめ軽微な事案に関する認定

基準を定めた場合において、その基準に該当する事案について処分をしたと

きは、文書をもつてその旨を運輸審議会に通知するものとする。  

 

（事案の諮問）  

第１４条  国土交通大臣が、運輸審議会に諮問しようとするときは、文書です

るものとする。当該諮問事項を変更し、及び諮問を取り消そうとするときも

同様とする。  
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（件名表）  

第１５条  運輸審議会は、国土交通大臣から諮問されたとき、及び法第１５条

第４項 の規定による勧告をするため調査を開始しようとするときは、その事

案の件名（事案の種類、事案の申請者又は不利益処分の名あて人となるべき

者及び事案の内容をいう。以下同じ。）に番号を付し、これを運輸審議会件

名表（以下「件名表」という。）に登載しなければならない。  

 

第１６条  国土交通大臣は、件名表に登載された事項並びに件名表が改定され

たとき、及び件名表から件名が削除されたときはその旨を、すみやかに告示

するとともに、事案が不利益処分に係るものであるときは、当該不利益処分

の名あて人となるべき者に対して、次に掲げる事項を書面により通知しなけ

ればならない。  

一  事案の件名  

二  不利益処分の原因となる事実  

２  前項の書面においては、当該事案について公聴会を開くことを申請するこ

とができることを教示しなければならない。  

３  国土交通大臣は、不利益処分の名あて人となるべき者の所在が判明しない

場合においては、第１項の規定による通知を、その者の氏名、事案の件名並

びに国土交通大臣が同項各号に掲げる事項を記載した書面をいつでもその者

に交付する旨を公示することによって行うことができる。この場合において

は、公示の日から２週間を経過したときに、当該通知がその者に到達したも

のとみなす。  

 

（公聴会開催の申請）  

第１７条  第５条に規定する者（以下「利害関係人」という。）は、件名表に

登載された事案について公聴会を開くことを申請しようとするときは、不利

益処分の名あて人となるべき者にあっては前条第１項の規定による通知のあ

つた日（同条第３項の規定により通知が到達したとみなされる日を含む。）

から、それ以外の者にあっては同条第１項の規定による告示の日（件名表が

改定されたことにより新たに利害関係人となった者については、その告示の

日）から１４日以内に、次に掲げる事項を記載した文書を運輸審議会に提出

しなければならない。  

一  氏名又は名称及び住所  

二  事案の件名及びその番号  

三  理由及び利害関係を説明する事項  

第１８条  事案の申請者が、当該事案について公聴会を開くことを希望する旨

をその申請書又は不服申立書（以下「申請書等」という。）に記載したとき

は、前条の規定による公聴会の開催の申請があつたものとみなす。  

２  国土交通大臣は、前項の申請書等を受理したときは、諮問書にその旨を記

載しなければならない。  

 

（書面審理）  

第１９条  運輸審議会は、法第２３条 の規定による国土交通大臣の指示又は利

害関係人の請求がない場合において事案の性質上特に公聴会を開く必要がな

いと認めるものについては、公聴会を開かないで、当該事案の申請書等、関

係官庁の提供する資料及び法第２４条の規定により運輸審議会の得た資料に

よって事実の審理をすることができる。  

２  前項の審理は、申請書等の内容を補足的に説明する文書又は当該事案に関

する利害関係を説明し、及び意見を申述する文書の提出期限を運輸審議会が

公示した場合においては、その日までに提出された当該文書の内容をしんし

やくしてすることができる。  

 

（審理の方式）  

第２０条  件名表に登載された事案の事実の審理は、次に掲げる方式によって

行うものとする。  

一  公聴会主宰職員の主宰する公聴会による審理  

二  公聴会主宰職員の行う書面審理  

三  運輸審議会自ら又は運輸審議会が指名した委員の行う公聴会による審理

又は書面審理  

 

（意見又は報告の聴取）  

第２１条  運輸審議会は、事実の審理に当たり、当該事案に関し補足的資料を

得るため必要があると認めるときは、関係人又は参考人に対し、出頭を求め

て、意見又は報告を聴取することができる。  

２  運輸審議会は、前項の意見又は報告の聴取を、指名した委員、公聴会主宰

職員又は事案処理職員に行わせることができる。  

３  運輸審議会は、第１項の意見又は報告の聴取に関し、件名、概要、関係人

又は参考人の氏名、住所及び職業又は職名並びに第１０条第２項第１号から

第４号までに掲げる事項を記録しておかなければならない。 

  

（審理報告書の提示）  
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第２２条  運輸審議会は、審理報告書の提出があつたときは、その旨を官報で

公示する。  

 

（審理報告書の公表）  

第２３条  令第１０条第１項の規定による審理報告書の公表は、その写しを、

運輸審議会及びその事案に関する事務を分掌する地方運輸局（運輸監理部を

含む。）に備え付けてするものとする。 

  

（答申書又は勧告書）  

第２７条  運輸審議会は、件名表に登載された事案につき、自由な心証により

事実を判断して決定し、すみやかに答申書又は勧告書を国土交通大臣に提出

しなければならない。  

 

第２８条  答申書及び勧告書には、左に掲げる事項を記載しなければならない。  

一  主文  

二  理由  

２  答申書及び勧告書には、少数意見その他必要と認める事項を附記すること

ができる。  

 

第２９条 国土交通大臣は、答申書及び勧告書の内容を告示しなければならない。  

 

（公聴会主宰職員の任務）  

第３０条  公聴会主宰職員は、事実の審理に関し、その職務を独立して行うも

のとする。  

２  公聴会主宰職員は、その職務を公正且つ迅速に行わなければならない。  

３  公聴会主宰職員は、議事を整理し、及び秩序の維持に努めなければならな

い。  

 

（公示等）  

第３１条  運輸審議会は、公聴会を開こうとするときは、少なくとも公聴会開

催の１０日前に、事案の件名、日時、場所、主宰者及び第３３条の規定によ

る文書等の閲覧場所並びに公述申込書及び公述書を提出すべき場所、期限及

び部数を、官報で公示するとともに、事案が不利益処分に係るものであると

きは、当該不利益処分の名あて人となるべき者に対して書面により通知しな

ければならない。  

 

（主宰者）  

第３２条  公聴会は、原則として一人の公聴会主宰職員が主宰するものとする。  

２  運輸審議会は、事案について特別の利害関係を有する者については、公聴

会主宰職員に指名してはならない。  

 

（文書等の閲覧）  

第３３条  公聴会において公述しようとする者は、公聴会開催前に、当該事案

の申請書その他の書類並びに第３５条及び第３６条第３項に規定する文書及

び証拠資料を、運輸審議会が公示する場所において閲覧することができる。 

 

（公聴会開催手続の特例）  

第４０条  運輸審議会は、件名表に登載された事案のうち、法令の規定により

処分に期限のあるもの又は公益上特にすみやかに決定する必要があると認め

るものについては、第３１条第１項の規定にかかわらず、事案の件名、日時、

場所及び主宰者並びに公述申込書及び公述書を提出すべき場所及び部数を、

知れたる利害関係人に通知するとともに適当な方法で公示することにより、

公聴会を開くことができる。  

２  前項の公聴会において公述しようとする者は、公聴会開催の時までに、公

述申込書及び公述書を運輸審議会に提出しなければならない。  

 

（審理方法）  

第４１条  公聴会主宰職員は、必要があると認めるときは、類似の事案若しく

は関連のある事案を併合し、又は事案の一部を分離して事実の審理を行うこ

とができる。  

 

（資料の公開）  

第５０条  公聴会主宰職員は、公聴会の開催までに法第２４条第１項第１号及

び第２号の規定による調査等によって得た資料を、公聴会において公開する

ものとする。  

 

（審理報告書の提出）  

第５５条  公聴会主宰職員は、公聴会終了後１０日以内に、審理報告書を運輸

審議会に提出しなければならない。  

２  運輸審議会が、やむを得ない事由があると認めるときは、前項の期間を延

長することができる。  
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（記載事項）  

第５６条  公聴会主宰職員は、その作成する審理報告書に、次に掲げる事項を

記載しなければならない。  

一  事案の件名及びその番号  

二  公聴会の日時及び場所 

三  公聴会主宰職員の氏名  

四  公述人の氏名及び職業又は職名  

五  事実及び争点  

六  その他参考となるべき事項  

２  前項の事実及び争点の記載は、公聴会における公述及び証拠に基き要領を

摘示してするものとする。  
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